（様式Ｂ－２）
補助事業計画書（検証済み先端技術導入事業　一般枠）

１．応募者の概要
	事業者名
	

	（ふりがな）

代表者 職・氏名
	

	所在地
	（〒　　－　　　）


	本補助金での業種
	

	全社員数
	人
	＊役員・パートタイマー等を含む全員

	常時使用する従業員数
	人
	＊役員を除いた、雇用保険適用者

	資本金額
	円
	創業・設立年月（西暦）
	年　　　月

	担当者
	（ふりがな）
氏名
	
	役職
	

	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	E-mailアドレス
	


※市からの書類送付や問合せは全て「担当者」宛てに行います。
【役員一覧】（監査役を含む。別紙として添付することも可能です。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	（ふりがな）

氏名
	役職名
	生年月日
	男女

別

	
	
	昭和・平成
	年
	月
	日
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	住所：

	
	
	
	
	
	
	

	
	住所：

	
	
	
	
	
	
	

	
	住所：

	
	
	
	
	
	
	

	
	住所：

	
	
	
	
	
	
	

	
	住所：


２．企業概要・応募事業の概要

応募事業名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	1. 企業概要



	2. 自社の現状（経営状況）



	3. 自社の課題



	4. 応募事業の内容
ア．応募事業（取組）の具体的な内容

イ．実施場所（所在地）

ウ．ターゲットとする顧客・地域（商圏）

エ．競合する企業・地域

オ．対象となる市場の状況



	5. 応募事業の特徴


	6. 応募事業の見込まれる効果

6-1労働生産性への影響(記載例：○○の仕組み導入により、労働者数はそのままに生産量を増加させることができ、利益増加・労働生産性向上が見込める。〇〇導入でサービス改善による付加価値向上を行い、一人当たりの給料をアップし、労働生産性向上を図る。)
※「労働生産性」とは、「付加価値額（営業利益＋人件費＋減価償却費）」を「労働投入量（労働者数又は総就業時間）」で除した値とし、「労働生産性向上」とは、業務改善、業務改革、製品・サービスの開発等による「付加価値向上」や「労働投入量の削減」等で、労働生産性の値が向上することをいう。
6-2労働生産性以外への効果（例：デジタル化の促進、自動化の実現等）
　　


	7. 応募事業の効果を上げるための取組内容（実際に技術導入（システム構築や設備導入等）した際、事業効果を上げるために実施する営業展開等の取組について具体的に記載して下さい。）



※「２．企業概要・事業の概要」の記入欄は適宜調整してご記入下さい。
３．経費明細表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	事業に要する経費の内訳（名称及び単価×数量等。また対応する見積書について記載。）
※消費税抜き金額
	左記内訳の合計 (=補助対象経費)
	事業に要する経費

(左記合計×1.1)

※消費税込み金額

	(A)外注費・手数料・報酬費
	①
②
③
④
	
	

	(B)機器・システム等購入費
	①
②

③
④
	
	

	(C)賃借料・使用料・利用料
	①
②

③
④
	
	

	(D)原材料費
	①
②

③
④
	
	

	(E)運搬費
	①
②

③
④
	
	

	（１）合　計
（左枠=補助対象経費の合計、右枠=事業に要する経費の合計）
	
	

	（２）補助金交付申請額：
（１）の左枠×補助率1/3（1,000円未満切捨て）
	,000
	


※（２）の補助金交付申請額上限額・・・１０００万円

※見積書（見積額１００万円（税込）を超えるものは２社以上の見積書が必要、なお、１社とする場合は理由書が必要）を添付して下さい。（写しで可）

４．事業計画（会社全体の計画を記載して下さい）　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	1年後

（　　年　月期）
	2年後

（　　年　月期）
	3年後

（　　年　月期）
	4年後

（　　年　月期）
	5年後

（　　年　月期）

	①売上高
	
	
	
	
	

	②売上総利益
	
	
	
	
	

	③営業利益
	
	
	
	
	

	④経常利益
	
	
	
	
	


５．労働生産性の計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	1年後

（　　年　月期）
	2年後

（　　年　月期）
	3年後

（　　年　月期）
	4年後

（　　年　月期）
	5年後

（　　年　月期）

	①営業利益（千円）
	
	
	
	
	

	②人件費（千円）
	
	
	
	
	

	③減価償却費（千円）
	
	
	
	
	

	④労働者数or総就業時間（人or時間）
	
	
	
	
	

	⑤労働生産性（千円）
(①＋②＋③)/④
	
	
	
	
	

	⑥労働生産性（％）
伸び率(前年比）
	
	
	
	
	


６．資金調達方法＜事業に要する経費の調達一覧＞

	区分
	金額（円）
	資金調達先

	自己資金
	
	

	金融機関からの借入金
	
	

	その他
	
	

	合計（※１）
	
	


・補助金は事業が終了してからの支払いとなりますので、その間の資金の調達方法についてご記入下さい。

・合計（※１）は、３．経費明細表の「事業に要する経費」の合計と一致させて下さい。
７．添付書類
○見積書（１００万円（税込）を超えるものは２社以上、写しで可）
○見積書に関する理由書（１００万円（税込）を超えて１社のみとする場合）

○許認可を伴う業種の場合は許認可証の写し

○直近の決算関係書類

◇法人の場合
・直近の確定申告書（別表一（一）、法人事業概況説明書）

・直近の決算書（表紙・貸借対照表・損益計算書）
◇個人事業主の場合

・直近の確定申告書
(1)青色申告の場合…第一表、所得税青色申告決算書（損益計算書～貸借対照　表まで）

(2)白色申告の場合…第一表、収支内訳書

※





（岡山市使用欄）





（※応募事業名の記載例：〇〇導入による労働生産性向上事業、△△構築によるデジタル化事業）








